
第７８号議案 

   令和７年度大山崎町一般会計補正予算（第４号） 

 令和７年度大山崎町の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１５，７６５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，３９４，３１３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用

することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 
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  令和７年１２月２日 提 出 

大山崎町長 前川 光   
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款 項 事 業 名 金 額

千円

２　総務費 ３　戸籍住民基本台帳費 3,036

３　民生費 ２　児童福祉費 町立保育所トイレ改修工事 25,447

１０　教育費 ２　小学校費 小学校体育館空調設備整備実施設計業務 10,844

１０　教育費 ２　小学校費 大山崎小学校校舎空調設備更新工事 10,866

１０　教育費 ２　小学校費 第二大山崎小学校校舎空調設備更新工事 9,055

１０　教育費 ３　中学校費 大山崎中学校体育館空調設備整備工事 71,346

第２表　繰越明許費

戸籍システム改修委託料（戸籍・附票システム標準化事
業）
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１　追　加

事 項 期 間 限 度 額

各公共施設一般廃棄物処理業務委託事業
自　令和８年度

至　令和１０年度
１８,０００千円

庁舎建築物環境衛生管理等業務委託事業
自　令和８年度

至　令和１０年度
５,０００千円

粗大ごみ収集運搬委託事業
自　令和８年度

至　令和１０年度
２１,０００千円

資源物収集運搬委託事業
自　令和８年度

至　令和１０年度
４５,０００千円

道路他維持管理業務委託事業 令和８年度 ２０,０００千円

第３表　債務負担行為補正
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事 項 期 間 限 度 額

公園維持管理業務委託事業
（円明寺地区公園、大山崎・下植野地区公園、桂川河川敷公
園、天王山夢ほたる公園）

令和８年度 ３０,２１０千円

天王山ハイキングコース
観光関連施設等維持管理業務委託事業

令和８年度 ２,６００千円

図書システム更新事業
自　令和８年度

至　令和１２年度
４,０００千円

図書システムデータ移行事業 令和８年度 １,７００千円
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１　追　加

起 債 の 目 的

千円

計 48,400

政府資金についてはその融

資条件、民間資金等の場合

にはその債権者と協定する

ところによる。ただし、町

財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低利に

借換えすることができる。

22,800

小学校施設等整備事業債 25,600 〃 〃 〃 〃

政府資金又は民間資金

等（証書借入又は証券

発行）ただし、証券発

行の方法による場合に

おいては、発行価格は

額面金額100円につき

99円以上とする。

4.0％以内（ただし､

利率見直し方式で借

り入れる政府資金及

び民間資金等につい

て､利率見直しを行っ

た後においては､当該

見直し後の利率）

第４表　地方債補正

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

保育所施設等整備事業債

証券発行の場合におい

て発行価格が額面金額

を下回るときは、それ

ぞれの発行価格差減額

をうめるために必要な

金額をそれぞれの限度

額に加算した金額を限

度額とする。
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２　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

起 債 の 目 的
補 正 前

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

中学校施設等整備事業債 9,000 80,300

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。
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そ の 他 の
特 別 職 462 31,925 31,925 31,925

計 476 75,557 16,500 1,321 0 112,585 14,127 126,712

そ の 他 の
特 別 職 460 31,893 31,893 31,893

計 474 75,525 16,500 1,321 0 112,553 14,107 126,660

そ の 他 の
特 別 職 2 32 32 32

計 2 32 0 0 0 32 20 52

期末手当

地域手当
その他
の手当 計

（人）
（千円）

給  与  費  明  細  書
１　特　別　職

区 分
職員数

給 与 費

共済費 合　計
備　考報酬 給料

（千円） （千円）

（千円） （千円） 年間支給率 （千円） （千円） （千円）
（月分）

1,321 22,978 2,657 25,635

補正後

長 等 2 16,500
5,157

3.10

議 員 12 43,632 69,152
3.45

19,207

57,682 11,470

補正前

長 等 2 16,500

14,050

11,470 69,152
3.45

19,207

3.10

議 員 12 43,632
14,050

57,682

5,157
1,321 22,978 2,637 25,615

比　較

長 等 0 0
0

0.00

議 員 0 0
0.00

0

0
0 0

0 0 20 20

0
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（人）

(  293 )

412

(  294 )

412

( △ 1 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

２　一　般　職

（１）総括

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

230,504 1,538,711

補正前 429,701 493,907 408,367 1,331,975 232,301 1,564,276

補正後 432,923 475,543 399,741 1,308,207

△ 25,565

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 3,222 △ 18,364 △ 8,626 △ 23,768 △ 1,797

期末手当 勤勉手当 退職手当

11,607 38,979 7,016 7,806 3,335 25,539 14,184

12,613 40,548 7,452 8,729 3,335

900 144

160,334 130,941 0

24,639 14,040

△ 2,470 △ 3,266 0

162,804 134,207 0

△ 1,006 △ 1,569 △ 436 △ 923 0
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

(  4 )

118

(  5 )

118

( △ 1 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

区 分 職員数

給与費

共済費 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

916,395

補正前 0 474,877 314,577 789,454 159,509 948,963

補正後 0 455,922 303,589 759,511 156,884

△ 32,568

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 △ 18,955 △ 10,988 △ 29,943 △ 2,625

期末手当 勤勉手当 退職手当

11,469 37,396 6,686 7,656 3,335 25,539 14,184

12,475 38,999 7,122 8,530 3,335

900 144

109,290 88,034 0

24,639 14,040

△ 3,668 △ 4,445 0

112,958 92,479 0

△ 1,006 △ 1,603 △ 436 △ 874 0
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（人）

(  289 )

294

(  289 )

294

( 0 )

0

＊（　　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

イ　会計年度任用職員

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

73,620 622,316

補正前 429,701 19,030 93,790 542,521 72,792 615,313

補正後 432,923 19,621 96,152 548,696

7,003

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 3,222 591 2,362 6,175 828

期末手当 勤勉手当 退職手当

138 1,583 330 150 0 0 0

138 1,549 330 199 0

0 0

51,044 42,907 0

0 0

1,198 1,179 0

49,846 41,728 0

0 34 0 △ 49 0
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

△ 18,364 給与改定に伴う増減分 15,413

改定率平均 3.30%

昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 △ 33,777

△ 8,626 制度改正に伴う増減分 14,379 通勤手当支給額の変更

期末手当・勤勉手当支給率の変更

その他の増減分 △ 23,005

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給

料

給与改定の状況

給料の改定

給与改定実施時期 令 和 7 年 4 月 1 日

職
員
手
当
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　初任給 （単位：円）

補正後

補正前

補正後

補正前

イ　期末手当・勤勉手当

＊（　　　　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

国 の 制 度
(  1.2250 ) (  1.2250 ) (  2.450 )

有
2.325 2.325 4.650

補 正 前
(  1.2125 ) (  1.2125 ) (  2.425 )

有
2.300 2.300 4.600

補 正 後
(  1.2250 ) (  1.2250 ) (  2.450 )

有
2.325 2.325 4.650

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備 考
6月（月分）  12月（月分） （月分）

大 学 卒
232,000 232,000

220,000 220,000

区 分
支 給 期 別 支 給 率

区 分 一 般 行 政 職
国 の 制 度

一 般 行 政 職

高 校 卒
200,300 200,300

188,000 188,000
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

各公共施設一般廃棄物処
理業務委託事業

補正後 18,000 ― ―

自
令和8
年度

至
令和10
年度

18,000 支出の総額

庁舎建築物環境衛生管理
等業務委託事業

補正後 5,000 ― ―

自
令和8
年度

至
令和10
年度

5,000 支出の総額

粗大ごみ収集運搬委託事
業

補正後 21,000 ― ―

自
令和8
年度

至
令和10
年度

21,000 支出の総額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの
支 出 額 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

資源物収集運搬委託事業 補正後 45,000 ― ―

自
令和8
年度

至
令和10
年度

45,000 支出の総額

道路他維持管理業務委託
事業

補正後 20,000 ― ―
令和8
年度 20,000 支出の総額

公園維持管理業務委託事
業
（円明寺地区公園、大山
崎・下植野地区公園、桂
川河川敷公園、天王山夢
ほたる公園）

補正後 30,210 ― ―
令和8
年度 30,210 支出の総額

天王山ハイキングコース
観光関連施設等維持管理
業務委託事業

補正後 2,600 ― ―
令和8
年度 2,600 支出の総額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 出 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

図書システム更新事業 補正後 4,000 ― ―

自
令和8
年度

至
令和12
年度

4,000 支出の総額

図書システムデータ移行
事業

補正後 1,700 ― ―
令和8
年度 1,700 支出の総額
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（単位：千円）

１. 3,465,544 3,349,099 386,600 506,300 241,361 3,614,038

(1) 総 務 250,071 234,438 229,800 229,800 17,127 447,111

(2) 民 生 164,957 152,701 9,100 31,900 16,086 168,515

(3) 商 工 11,408 11,476 9,000 9,000 1,400 19,076

(4) 農 林 土 木 1,070,415 1,024,525 84,500 84,500 104,620 1,004,405

(5) 消 防 216,371 223,766 19,400 19,400 18,143 225,023

(6) 教 育 1,752,322 1,702,193 34,800 131,700 83,985 1,749,908

２. 28,123 22,127 0 0 5,996 16,131

(1) 土 木 15,219 11,381 0 0 3,838 7,543

(2) 文 教 5,750 4,600 0 0 1,150 3,450

(3) 厚 生 875 700 0 0 175 525

(4) そ の 他 6,279 5,446 0 0 833 4,613

３. 3,393,532 3,067,470 0 0 335,788 2,731,682

(1) 減 収 補 て ん 債 207,399 168,820 0 0 29,375 139,445

(2) 減 税 補 填 債 7,926 3,293 0 0 2,614 679

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 3,178,207 2,895,357 0 0 303,799 2,591,558

6,887,199 6,438,696 386,600 506,300 583,145 6,361,851

　※当該年度中起債見込額には、前年度からの明許繰越額 46,100千円を含む。

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高
並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

補 正 前 補 正 後

普 通 債

当該年度中元金
償 還 見 込 額

合 計

災 害 復 旧 債

そ の 他
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